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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期累計期間
第49期

第２四半期累計期間
第48期

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年12月31日

自平成28年７月１日
至平成28年12月31日

自平成27年７月１日
至平成28年６月30日

売上高 （百万円） 8,382 6,686 17,382

経常利益 （百万円） 234 402 817

四半期（当期）純利益 （百万円） 114 160 341

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 5,445 5,445 5,445

発行済株式総数 （株） 7,265,212 7,265,212 7,265,212

純資産額 （百万円） 14,742 14,921 14,973

総資産額 （百万円） 22,644 20,100 19,196

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 15.92 22.37 47.56

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 15.87 22.30 47.41

１株当たり配当額 （円） － － 50.00

自己資本比率 （％） 64.9 74.0 77.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,934 391 1,044

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円) △313 △90 △250

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,260 13 △927

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
（百万円) 1,171 1,348 1,027

 

回次
第48期

第２四半期会計期間
第49期

第２四半期会計期間

会計期間
 自平成27年10月１日
 至平成27年12月31日

 自平成28年10月１日
 至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額　(円) 35.68 6.42

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については重要な関係会社が存在しないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(１) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、持ち直し基調が鮮明になった米国経済、英国のＥＵ離脱問題

から流動化し、景気回復ペースが鈍化している欧州経済、そして成長ペースが鈍化しつつ底堅い中国経済といっ

た海外の経済環境の中で、全体として回復の動きに足踏みがみられる状況が続き、日米の金利政策の動向に為替

相場や資源価格が反応して、不安定な状況が続きましたが、米国大統領選挙後のトランプ効果で一気に円安が進

み、踊り場を脱する動きが出てきました。

このような経済環境の中、ガラス溶解装置向け白金製品、ＨＤ向けのルテニウムターゲット、及びケミカル関

連の受注が減少しましたが、各種電子部品や電子デバイス、半導体の需要は底固く、スマートフォン向け製品を

中心に受注が堅調に推移いたしました。また、前年度に実施したたな卸資産の評価減はありませんでした。その

結果、当第２四半期累計期間において、売上高6,686百万円（前年同四半期比20.2％減）、売上総利益1,388百万

円（前年同四半期比13.6％増）、営業利益351百万円（前年同四半期比46.9％増）、経常利益402百万円（前年同

四半期比71.4％増）、四半期純利益160百万円（前年同四半期比40.7％増）となりました。

　なお、セグメント別の業績は以下のとおりであります。

 

①セグメント別の業績

[電子]

　ガラス溶解装置向け白金製品の受注が伸び悩み、スマートフォンなどのＳＡＷデバイス（必要な周波数信号を

取り出すデバイス）に使用されるリチウムタンタレート単結晶育成装置向けのイリジウムルツボの受注は、予算

計画を上回ったものの前年同四半期における旺盛な需要に比べ減少したことから、売上高2,931百万円（前年同四

半期比29.6％減）、売上総利益808百万円（前年同四半期比2.2％減）となりました。

[薄膜]

　スマートフォンなどのタッチパネル配線向け銀合金ターゲットの受注が堅調に推移する一方で、ＨＤ向けルテ

ニウムターゲット並びにＢＡＷデバイス（高周波信号を取り出すデバイス）向けターゲットの受注は、ほぼ予算

計画どおりではあるものの前年同四半期に比べ減少したことから、売上高2,264百万円（前年同四半期比2.0％

減）、売上総利益370百万円（前年同四半期比11.4％減）となりました。

[センサー]

　半導体製造装置メーカーや台湾の半導体メーカーからの受注が堅調に推移したものの、国内や米国の半導体

メーカーからの受注が鈍化し、売上高949百万円（前年同四半期比2.5％増）、売上総利益208百万円（前年同四半

期比27.7％減）となりました。

[その他]

貴金属化合物の受注が持ち直しつつあるものの、使用済み電極の回収精製が伸び悩んだことに加え、触媒材料

の受注が低調だったことから、売上高541百万円（前年同四半期比44.8％減）、売上総損失0百万円（前年同四半

期は122百万円の売上総利益）となりました。
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(２）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末における総資産は20,100百万円（前事業年度末比903百万円の増加）、負債は5,178百

     万円（前事業年度末比956百万円の増加）、純資産は14,921百万円（前事業年度末比52百万円の減少）となりま

　　　した。

　　　①流動資産

　当第２四半期会計期間末における流動資産残高は11,179百万円となり、前事業年度末比1,059百万円増加いたし

ました。これは現金及び預金が320百万円、売掛金が365百万円、たな卸資産が472百万円それぞれ増加したことが

主な要因であります。

　　　②固定資産

　当第２四半期会計期間末における固定資産残高は8,920百万円となり、前事業年度末比155百万円減少いたしま

した。これは有形固定資産が137百万円減少したことが主な要因であります。

　　　③流動負債

　当第２四半期会計期間末における流動負債残高は2,633百万円となり、前事業年度末比646百万円増加いたしま

した。これは買掛金が356百万円、未払法人税等が97百万円それぞれ増加したことが主な要因であります。

　　　④固定負債

　当第２四半期会計期間末における固定負債残高は2,545百万円となり、前事業年度末比309百万円増加いたしま

した。これは長期借入金が302百万円増加したことが主な要因であります。

　　　⑤純資産

　当第２四半期会計期間末における純資産残高は14,921百万円となり、前事業年度末比52百万円減少いたしまし

た。これは繰越利益剰余金が60百万円減少したことが主な要因であります。

 

(３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前事業年度末比

320百万円増加（前年同四半期は13百万円増加）し、1,348百万円となりました。なお、当第２四半期累計期間にお

ける項目別のキャッシュ・フローは、次のとおりであります。

　 　［営業活動によるキャッシュ・フロー］

　営業活動により獲得した資金は391百万円（前年同四半期は1,934百万円の使用）となりました。これはキャッ

シュ・フローの減少要因として、売上債権の増加が241百万円、たな卸資産の増加が472百万円ありましたが、

キャッシュ・フローの増加要因として、税引前四半期純利益が402百万円、減価償却費が251百万円、仕入債務の増

加が426百万円あったことが主な要因であります。

　　 ［投資活動によるキャッシュ・フロー］

　投資活動により使用した資金は90百万円（前年同四半期は313百万円の使用）となりました。これは有形固定資

産の取得による支出が97百万円あったことが主な要因であります。

　　 ［財務活動によるキャッシュ・フロー］

　財務活動により獲得した資金は13百万円（前年同四半期は2,260百万円の獲得）となりました。これは長期借入

金の返済による支出が527百万円、配当金の支払額が358百万円ありましたが、長期借入金による収入が900百万円

あったことが主な要因であります。

 

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(５）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、215百万円（前年同四半期は173百万円）であります。

なお、当第２四半期累計期間における研究開発活動において重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,671,520

計 16,671,520

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

　 普通株式 7,265,212 7,265,212

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 7,265,212 7,265,212 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　決議年月日 　平成22年９月29日

新株予約権の数（個） 42

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり949.87円

（注）２、３

新株予約権の行使期間
平成28年10月18日から

平成58年10月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　１株当たり 949.87円

資本組入額１株当たり  474.93円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６

（注）　１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。

２．当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式によ

   り調整されるものとする。但し、かかる調整は、当該時点で行使されていない新株予約権の付与株式数につ

   いて行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 
調整後付与株式数＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

 
　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力

発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主

総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を

株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適

用する。

　また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとす

る。
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３．各新株予約権の払込金額（発行価額）は、以下の②ないし⑦の基礎数値に基づき、ブラック・ショールズ・

モデルにより算出した１株当たりのオプション価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上

げ）とする。

　　　　　

ここで、

①１株当たりのオプション価格（Ｃ）

②株価（Ｓ）：平成28年10月17日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（終値がない場

合は、翌取引日の基準値段）

　　③行使価格（Ｘ）：１円

　　④予想残存期間（ｔ）：15年

⑤ボラティリティ（σ）：平成19年3月27日から平成28年10月17日までの各取引日における当社普通株式の

普通取引の終値に基づき算出

⑥無リスクの利子率（r）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率

⑦配当利回り（λ）：直近年度の配当総額÷上記②で定める株価

⑧標準正規分布の累積分布関数（Ν(・)）

　なお、対象者は、新株予約権の払込金額の総額に相当する金銭報酬の支給を受けることとし、この報酬請

求権と新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺される。

４．①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日

の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。但し、新

株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、平成57年10月18日以降においては新株予約権を

行使することができるものとする。

②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、以下に定める場合には、定められた期間内に限り

新株予約権を行使することができるものとする。但し、当社が定める「組織再編成行為時における新株予

約権の取扱い」に従って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。

　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役

会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）当該承認また

は決定がなされた日の翌日から15日間

③各新株予約権の一部行使はできないものとする。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

６．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に

限る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力

発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の

日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株

式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をい

う。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以

下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存

新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿っ

て再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、当社が定める「新株予約権の目的である株式の種類及び数」に準

じて決定する。
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④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、上

記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる

再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当社が定める「新株予約権を行使することができる期間」の開始日または組織再編成行為の効力発生日の

うちいずれか遅い日から、当社が定める「新株予約権を行使することができる期間」の満了日までとす

る。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

当社が定める「新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項」に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧新株予約権の取得の事由及び条件

当社が定める「新株予約権の取得の事由及び条件」に準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
 増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 7,265,212 － 5,445 － 5,414
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（６）【大株主の状況】

  平成28年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内2-3-1 1,452 19.99

田中貴金属工業㈱
東京都千代田区丸の内2-7-3

東京ビルディング22階
1,416 19.49

古屋　堯民 東京都杉並区 786 10.83

ロンミンピーエルシー（常任代理

人ハーバード・スミス外国法事務

弁護士事務所）

東京都港区赤坂9-7-1

ミッドタウン・タワー41階
400 5.51

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 181 2.50

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 156 2.15

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY（常

任代理人シティバンク銀行㈱）
東京都新宿区新宿6-27-30 144 1.99

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 140 1.93

古屋　慶夫 埼玉県さいたま市緑区 123 1.70

古屋　圭紀 東京都杉並区 104 1.43

計 － 4,904 67.51
 

 

 

 
（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     85,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,178,100 71,781 －

単元未満株式 普通株式      1,612 － －

発行済株式総数           7,265,212 － －

総株主の議決権 － 71,781 －
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②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社フルヤ金属
東京都豊島区南大塚二丁

目37番５号
85,500 － 85,500 1.18

計 － 85,500 － 85,500 1.18

 

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員
 

役名 職名 氏 名 退任年月日

取締役 地金部長    河又　隆    平成28年10月31日

 

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　　男性10名　　女性１名（役員のうち女性の比率9.09％）
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年７月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金等及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業

集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいも

のとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 1.44 ％

売上高基準 6.22 ％

利益基準 14.33 ％

利益剰余金基準 △0.80 ％

　　　　※　売上高基準、利益基準が一時的な要因で高くなっておりますが、重要性はないものと認識しております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,027 1,348

受取手形 130 ※２ 53

売掛金 1,776 2,141

商品及び製品 490 297

仕掛品 624 950

原材料及び貯蔵品 5,572 5,913

前払費用 60 31

繰延税金資産 140 171

関係会社短期貸付金 90 88

未収消費税等 173 159

その他 32 25

流動資産合計 10,120 11,179

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,343 2,300

構築物（純額） 45 53

機械及び装置（純額） 3,621 3,562

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 30 31

土地 1,612 1,612

リース資産（純額） 41 43

建設仮勘定 76 29

有形固定資産合計 7,770 7,633

無形固定資産 83 75

投資その他の資産   

投資有価証券 6 16

関係会社株式 68 59

保険積立金 31 34

長期前払費用 6 5

繰延税金資産 1,054 1,040

その他 55 54

投資その他の資産合計 ※１ 1,221 ※１ 1,211

固定資産合計 9,076 8,920

資産合計 19,196 20,100
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 329 685

1年内返済予定の長期借入金 960 1,030

リース債務 13 13

未払金 258 327

未払法人税等 68 165

賞与引当金 186 189

役員賞与引当金 18 －

設備関係未払金 15 25

前受金 40 70

その他 96 125

流動負債合計 1,986 2,633

固定負債   

長期借入金 1,385 1,687

リース債務 31 32

退職給付引当金 393 399

長期未払金 405 405

資産除去債務 15 16

その他 4 4

固定負債合計 2,235 2,545

負債合計 4,222 5,178

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,445 5,445

資本準備金 5,414 5,414

利益準備金 9 9

別途積立金 80 80

繰越利益剰余金 4,238 4,178

自己株式 △263 △258

株主資本合計 14,924 14,868

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 △0

評価・換算差額等合計 △1 △0

新株予約権 51 52

純資産合計 14,973 14,921

負債純資産合計 19,196 20,100
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 8,382 6,686

売上原価 ※２ 7,161 5,298

売上総利益 1,221 1,388

販売費及び一般管理費 ※１ 982 ※１ 1,036

営業利益 239 351

営業外収益   

受取利息 0 0

為替差益 － 53

助成金収入 23 31

雑収入 4 4

営業外収益合計 29 90

営業外費用   

支払利息 24 13

デリバティブ評価損 － 26

為替差損 9 －

雑損失 － 0

営業外費用合計 33 39

経常利益 234 402

特別利益   

受取保険金 － 1

特別利益合計 － 1

特別損失   

固定資産除却損 4 1

特別損失合計 4 1

税引前四半期純利益 230 402

法人税、住民税及び事業税 17 118

法人税等調整額 99 123

四半期純利益 114 160
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 230 402

減価償却費 279 251

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 24 13

為替差損益（△は益） 9 △53

デリバティブ評価損益（△は益） － 26

売上債権の増減額（△は増加） △76 △241

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,063 △472

仕入債務の増減額（△は減少） △1,493 426

未収消費税等の増減額（△は増加） 274 14

前受金の増減額（△は減少） 10 30

その他 1 76

小計 △1,803 472

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △22 △13

保険金の受取額 － 1

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △107 △69

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,934 391

投資活動によるキャッシュ・フロー   

無形固定資産の取得による支出 △3 －

有形固定資産の取得による支出 △306 △97

関係会社貸付金の返済による収入 － 9

その他 △2 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △313 △90

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,500 －

長期借入れによる収入 800 900

長期借入金の返済による支出 △691 △527

ストックオプションの行使による収入 10 0

配当金の支払額 △358 △358

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,260 13

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13 320

現金及び現金同等物の期首残高 1,158 1,027

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,171 ※ 1,348
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。以下

「回収可能性適用指針」という。）を第１四半期会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理

の方法の一部を見直しております。

　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第

１四半期会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(３)①から③に該当する定めを適用した場合の繰延

税金資産及び繰延税金負債の額と、前事業年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金及び評価・換算差額等に加算しております。

　この結果、第１四半期会計期間の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）が139百万円、利益剰余金が

139百万円増加しております。

 

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　　該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

 

（四半期貸借対照表関係）

※１　資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成28年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成28年12月31日）

投資その他の資産 2百万円 2百万円

 

※２　期末日満期手形

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当四半期

会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成28年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －百万円 3百万円
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（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
　　至 平成27年12月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
　　至 平成28年12月31日）

給料手当 219百万円 204百万円

賞与引当金繰入額 52 49

退職給付費用 13 12

研究開発費 173 215

 

　　　　※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

　ております。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年12月31日）

たな卸資産評価損 435百万円 －百万円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年12月31日）

現金及び預金勘定 1,171百万円 1,348百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 1,171 1,348

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成27年７月１日　至平成27年12月31日）

　配当金支払額

 
　　（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月28日

定時株主総会
普通株式 358 50 平成27年６月30日 平成27年９月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成28年７月１日　至平成28年12月31日）

　配当金支払額

 
　　（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日

定時株主総会
普通株式 358 50 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 電子 薄膜 センサー その他

売上高      

外部顧客への売上高 4,166 2,309 925 981 8,382

セグメント利益 827 418 288 122 1,657

（注）セグメント利益の合計額は、たな卸資産評価減前の売上総利益であり、当第２四半期累計期間損益計

算書の売上総利益と一致しておりません。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内

容

　（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計 1,657

たな卸資産評価減 △435

四半期財務諸表の売上総利益 1,221

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 電子 薄膜 センサー その他

売上高      

外部顧客への売上高 2,931 2,264 949 541 6,686

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
808 370 208 △0 1,388

（注）セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は、たな卸資産評価減前の売上総利益であり、当

第２四半期累計期間損益計算書の売上総利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 15円92銭 22円37銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 114 160

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 114 160

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,173 7,178

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 15円87銭 22円30銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 24 22

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月８日

株式会社フルヤ金属

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桐川　聡　　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　浩巳　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フルヤ

金属の平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第49期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年７月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フルヤ金属の平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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